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3Dデジタルマップの整備・更新スキームに係る論点整理

事業スキームとしては、これまでの検討を踏まえ、「都が実施する３Dデジタルマップの内容・範囲」と「整備・更
新と関連して実施する事業全体の内容・体制」が論点となる

•複雑化する社会的課題の解決や都民QoL向上、東京の稼ぐ力向上を目的とした、東京都デジタルツインを実
現するための基盤となるデータ（3Dデジタルマップ）を整備し、利用できる環境を構築

事業目的

•スマート東京・Tokyo Data Highway戦略（デジタルツイン実現プロジェクト）
（「未来の東京」戦略ビジョン（2019年12月）、スマート東京実施戦略（2020年2月））

・デジタル技術を生かした都市づくりの推進（都市づくりの戦略）
（都市づくりのグランドデザイン（2017年9月）、都市計画区域マスタープラン（2021年3月改定予定））

・ポスト・コロナにおける東京の構造改革（デジタルトランスフォーメーションの推進） ほか

実施の根拠

•データ仕様書（検討中）に基づく整備

•データ更新等の事業継続性を考慮した費用感

•都が行政事務において内部利用ができること

•円滑なデータの利用・連携・提供ができること

•技術・社会動向に応じた拡張性を有すること

ほか

データの
要件

• 「データの整備・更新」に加え、「データ提供」な
ど関連して実施すべき事業

• 「都自ら整備（委託）」以外に、「官民共同整
備」など多様な事業者との連携等も選択肢、組
合せ対象と想定

事業内容
事業スキーム

3Dデジタル
マップの現状

•官民で各種データが存在。データ整備・提供から日が浅く、標準化やデファクト化に向けては道半ば
•現状は背景や検索としての利用に留まっており、分析・シミュレーションなど高度な利用は限定的
•信頼性、正確性、持続性等と併せた情報基盤としての想定ユースケースへの対応や拡張性の実現に課題

•都が実施する3Dデジタルマップの整備
範囲や対象内容

(1)整備対象の優先度の考え方

(2)更新の対象と方法

(3)費用計画

(4)想定ユースケースからの必要性

論点1

論点2

•データ整備・更新に付帯関連して実施す
べき事業と実施主体

•整備したデータの利用・連携・提供

•事業実施における想定される事業方式

＜前提条件＞
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論点1：3Dデジタルマップの整備範囲や対象内容（1）データ整備対象の優先度の考え方

都市のデジタルツイン実現、デジタル技術を活用した都市づくりの推進など都民のQOL向上を支える各種デジタル
トランスフォーメーションを支える情報基盤として整備・更新することが望ましいと考えられる基幹的データと、都あるい
は民間の利用者が必要に応じて独自に整備・更新するデータの考え方を整理。

要件 基盤としての整備の必要性 想定される3D地物等の例※

①法定図書として都
が整備・更新する
データ

◎都が共通基盤として整備
 現時点で3D化が必須事項として明文化されているデー

タはない
 都市計画基礎調査における高さ情報付与が該当する

•地形図+建物高さ
 都市計画基礎調査等で取得する建物高さ情報

•地形図・空中写真（2次元）
•道路台帳附図（2次元）
• 3Dデータに付与可能な各種属性情報（統計等）

②行政業務・施策
で利用が想定され
るデータ

○都が共通基盤あるいは独自データとして整備
○目的に応じて民間データを調達等により利用
 原則、共通基盤として整備
 上記①作成時に取得されるデータも存在
 属性情報や機微な情報など、整備目的、データの権利

や情報内容により、一般公開できない場合は独自データ
としての整備となる

• 3D都市モデル
 建築物（外形/屋根/付属物）
 屋内フロアマップ（公共施設、公共空間等）
 道路

•点群データ
 地形（点群データ等DEM）
 建物高さ情報（点群データ等DSM）

• 3Dデータに付与可能な各種属性情報

③地域課題解決等、
行政・民間のユー
スケースにおいて利
用が想定される
データ

△都と民間とで連携して整備
 ユースケースにより、データの要求水準が一律ではないた

め、都と民間（受益者）と連携
 都は上記①、②のデータ提供し、民間でその他を補完す

るケースも想定される

• 3D都市モデル+詳細・追加
 上記②の位置精度や取得対象物を詳細化したデータ

•点群データ
 歩行計測やドローン等による局所取得

• 地下埋設物（行政管理）
• 歩行者や自動車のネットワークデータ

④民間が事業にお
いて利用するデー
タ

×民間が独自で整備
 民間（受益者）が独自に整備や調達する
 都が提供する①②のデータが編集・加工して利用される

場合もあるが、都は関与しない

• 自社が管理する建築・構造物等
• 地下埋設物（公益事業者管理）

Advanced

Basic
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論点1：3Dデジタルマップの整備範囲や対象内容（2）整備・更新の対象と方法

更新頻度（鮮度）が高い方が現実空間の再現性が高いものの、実現性（データ取得、コスト等）と比較衡量
の上、定めていく必要がある

現在、東京都の都市計画基本図（2Dデジタルマップ）は、基本的に5年に1回の一括更新を行っているが、民
間デジタル地図では部分更新も行われている

一括更新

部分更新
（特定地物）

•初期に整備した範囲、対象地物を一括で整備（更新）する
•整備範囲や内容により、整備費用がかさむため、5年に1回など更新
期間が長くなる
•地下道（外形）など、経年の変化が少ない箇所に有効

内容・特徴更新方法

•公共施設、道路など、利用頻度が高い特定の地物のみを更新する
•整備範囲や内容によるが、概ね1年に1回や四半期に1回の頻度で
整備対象の全域が更新される
•局所的に、整備した箇所を随時更新する方法もある

部分更新
（特定地域）

•特定の地域を先行して更新する（例えば、拠点地区など）
•上記の特定地物の更新との組合せも想定

整備内容

3D都市モデル

地形図+建物高さ

3D都市モデル+
詳細・追加
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1/500

詳細・追加

論点1：3Dデジタルマップの整備範囲や対象内容（3）費用計画

都が、3Dデジタルマップとして整備・更新する内容や対象エリアは、データ整備・更新にかかるコスト・費用対効
果など持続可能性含めたバランスも考慮しながら、優先度や基本的な考え方を整理する必要

整備内容

3D都市モデル

地形図+
建物高さ

枠の大きさは、費用が大きいことを示す

対象エリア 精度 更新頻度× × ×

都全域

都全域

都市部（島しょ部除く）

地域区域区分・ゾーン

市区町村

拠点

街区・地区計画

その他特定エリア

施設

高さ：点群データ

高さ：建物階数

5年

※水平方向は1/2,500

1/1,000

点群

3D都市モデル

（LOD1）

（LOD1～LOD４）

（LOD1～LOD４）

高さ：航空写真測量

対象エリア×精度の費用イメージ
対象エリア面積によってトータル費用は
異なるため、精度ごとの最大値はイメー
ジ

対象エリアによる費用イメージ

1/2,500

対象エリア×精度×更新頻度の費
用イメージ
条件によりトータル費用は異なるため、
精度ごとの最大値はイメージ

1年

3年

5年
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ロボティック
ス（屋内清

掃等）

点群

DSM

建物（LOD1）

道路（車道）

道路（歩道・通路）

建物（LOD2）

屋内※ （公共）

ネットワーク

DEM

属性情報

論点1：3Dデジタルマップの整備範囲や対象内容（4）想定ユースケースからの必要性

ユースケースや民間によるデータ整備状況などから、都が共通基盤部分としてどの範囲まで実施するか、対象とする
地物や、その取得対象範囲・精度によって基盤的整備するレベルと利用者が独自整備するレベルに分けられる

３
Ｄ
都
市
モ
デ
ル
（
対
象
物
）

都市計画
業務

屋外・屋内（公共空間）

高精度 被災前後の
比較

被害状況

高精度

浸水シミュ
レーション
の可視化

人流解析
避難支援

歩行者
マップ・

バリアフリー

建物被害
査定

モビリティ
自動運転

ユースケース
対象物

利用しない・利用頻度が低いデータ必要なデータ 利用者が収集するデータ

地下・屋内（私有地）

景観

都市施設

インフラ
維持管理

被災時写真

※BIMや計測を要する詳細度に該当

都市再生
ドローン

ハイウエイ

航空写真・地形図

鉄塔等
飛行の障害になるもの

共通基盤

屋内※（民間）

高精度
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論点2-1：データ整備・更新に付帯関連して実施すべき事業と実施主体

3Dデジタルマップの整備・更新する際に想定される関連事業・業務内容は下記の通り

実施にあたっては、データ整備・更新を行う主体とは異なる主体・事業での実施

データ整備・更新
 仕様書に基づいたデータ

整備
 民間データの調達や利用

も含む

データ利用・管理
 庁内での利用と管理
 庁内システムの導入も含

む

普及・利用促進

3
D
デ
ジ
タ
ル
マ
ッ
プ
事
業

データ整備（提供用加工/一括更新を含む）

データ部分更新

品質評価
 位置・主題・時間正確度等、データ仕様に基づく、データの評価

品質認定
 データの品質を基準に基づき認定

データ管理
 整備したデータの保管・管理

編集・解析

庁内利用システム導入・運用保守

データ関連問合せ対応

システム関連問合せ対応

データ提供・管理
 第三者へのデータ提供

データ提供

データ提供システム導入・運用保守

データ提供問合せ対応

データベース管理（利用データ）

事業内容 内容詳細 ＜想定パターンの例＞

都が自ら実施 民間と連携して実施 民間から調達等（枠ごとに別事業）
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論点2-2：整備データの活用・連携・提供スキーム

 整備した3Dデジタルマップは、オープンデータ化も視野に入れ、官民連携データプラットフォームや東京都オープンデータサイト等
での提供も想定

 整備したデータ（フルスペック版）は、必要に応じて提供用に、属性情報や地物情報を間引いたデータとして提供する。それぞ
れの提供内容は今後の検討事項

 また、提供方法（ライセンスも含む）や提供に係る実施体制を検討する必要がある

災害時利用

3Dデジタルマップ

利用者都（内部利用）

3Dデジタルマップを利
用する各種システム

都下区市町村 限定利用者

官民連携データプラットフォーム/
東京都オープンデータサイト

（DPF）

フルスペック版
・整備したデータ全て

提供加工版等
・フルスペック版から
特定の地域や属性を
抽出したデータで
オープンデータ版より情報が多い

オープンデータ版
・フルスペック版から
CCBYで提供可能なデータ

※申請等により許諾された
利用者がアクセス可能。

災害時提供版
・災害時にのみ
利用可能なデータ
フルスペックや特定の
属性情報を付与

関係者

区市町村版
・フルスペック版から
区市町村向けに抜粋したデータ

デ
ー
タ
提
供
向
け
の
加
工

デ
ー
タ
の
提
供
・管
理

データ製
品・ソリュー
ション提供

3Dデジタルマップ提供システム・窓口（ストレージ・配信サーバ等）

民間※

共同整備

※データ整備において官民共同整備方式を採用し、
共同整備者に独自データ等の販売等を許諾した場合



8

論点2-2：リファレンスに応じたデータ加工のイメージ例（WG議論用）

フルスペック版 区市町村版 提供加工版等 オープンデータ版 災害時提供版

概要 ・整備したデータ全て
・都が内部利用

・フルスペック版から
区市町村向けに
抜粋したデータ

・特定の地域や属性を抽
出など、オープンデータ版
で提供されていない情報
を付与

・フルスペック版からCCBY
で提供可能なデータ

・災害時にのみ利用可能
なデータ

・フルスペックや特定の属
性情報を付与

都全域 ・地形+建物（LOD1）
【属性】
都市計画基礎調査等の属性
情報付与
【テクスチャ】あり
【更新】年1回

・フルスペック版と
同じ
（都全域提供）

・地形+建物（LOD1）
【属性】
利用目的に応じて付与さ
れた属性情報

・地形+建物（LOD1）
【属性】
公共施設等の主要施設
の名称等を付与。基礎調
査情報は付与しない
【テクスチャ】あり
【更新】年1回

・地形+建物（LOD1）
【属性】
避難所や帰宅困難者一
時滞在施設等、及び収容
人数等、民間も含む災害
対応施設が判別出来る属
性情報
【更新】年1回

地域区分・ゾーン

市区町村

拠点 ・建物+道路（LOD2）
【属性】同上
【テクスチャ】あり
【更新】年1回

・当該市区町村の
範囲のみ

（他地域の提供
は妨げない）

・利用申請された範囲に
限る

• フルスペック版と同じ
【属性】
公共施設等の主要施設
の名称等を付与。基礎調
査情報は付与しない

・フルスペック版のうち、災
害時利活用の面から特
に必要と考えられるデー
タを抜粋

街区・地区計画

その他特定エリア

施設・構造物 ・公共施設、主要建物やペデ
ストリアンデッキ、地下通路
など通路や地下埋設物等
の構造物（LOD2～4）

※施設は屋内も一部含む
【更新】随時

・当該市区町村の
範囲のみ

（他地域の提供
は妨げない）

・利用申請の目的の範囲
に限る

・不特定多数が通行可
能な屋外空間（通路
等）に限る

・屋内空間も提供する場
合は、公共施設に限る

・フルスペック版のうち、災
害時利活用の面から特
に必要と考えられるデー
タを抜粋

提供フォーマット等 ・FBX、CityGML、Shape
・システムによる閲覧等

・CityGML
・Shape、FBX

・CityGML
・（Web閲覧）

・CityGML
・（Web閲覧）

備考 ・作成時に取得した点群データや画像も一部閲覧
可能（整備時の契約による保留）

・一時的に最新情報を利用（参照）したい場合は
民間データの利用権等で対応

・提供依頼先や目的に応
じて、フルスペック版を加
工して提供

あらかじめ災害協定を締
結した者のみ
安確エリアは民間施設の
情報も必要に応じて共有
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論点2-2：整備したデータのオープンデータ化（データ提供方法）

 データの提供方法は「ダウンロード提供」、「利用許諾提供」、「災害時提供」などが想定。また、手法としては、オープンデータカタロ
グサイトへのデータ掲載、各種データハブ、データプラットフォームを活用したデータ提供・連携も考えられる。

事業内容 内容詳細 実施の必要性/実施上の留意点 実施体制/整備との関係

ダウンロード提供 • ダウンロード提供（更新・加工なし）
 データ整備時に提供用データも作成し、DL

で入手出来るようにする

◎必須
• ただし、データ容量が大きいことなどから提供する
ファイル単位などは留意が必要

• データフォーマットは交換フォーマットや汎用性の
高いフォーマットも提供か

• 都（データ提供者という立
場）

○データ整備業務に含める

利用許諾提供 • オンデマンド/申請者提供等
 ダウンロード公開しているデータとは異なり、特

定のエリアや項目を抽出したり、一般公開し
ていないが許諾のあった者に対して、一般公
開していない項目を付与する等の加工した
データを提供する

△許容
• 提供形態に応じた運営体制が想定され、データ
プラットフォームの活用、データの管理・提供を業
務として委託することも考えられる

• 提供にあたってのルール化が必要

• 都（許諾権者、PFへのデー
タ提供）

• 委託（管理保守）
• データPF（管理運営）

×長期であり、データ整備業
務には含めにくい

災害時提供 •災害発生時等に提供（災害協定等）
 災害発生時や防災目的の利用においてあら

かじめ利用出来る範囲等を定めておく

○優先
• 災害時にデータ利用の許諾を得る手間などを省く
ことが出来る

• 対象とすべきデータセットの特定や、免責事項等
リスク管理に係る考え方の整理が必要

・都（協定締結）
・委託（災害時データ提供

等）
×長期であり、データ整備業

務には含めにくい

Web配信 •Web配信
 3Dデジタルマップがどのようなデータであるか、

見るだけで良いなど、取扱いが不慣れな人に
むけて、ウェブブラウザ等で表示可能なサイト
を提供する

△任意
• 一般向けに幅広く訴求できる手法の選定
• 国土交通データプラットフォームなどの3次元デー
タを表示可能なサイトから提供出来る場合には
選択肢となりうる

• 都
• 委託（システム）

×データ整備とシステム構築は
別事業と実施可

△整備とシステム構築をあわ
せて実施も可能。整備後
はシステムの保守運用
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論点2-2：整備したデータのオープンデータ化（データの提供時のライセンス）

オープンデータとして提供するデータは、東京都のオープンデータ利用規約に基づいて提供を想定

3Dデジタルマップに著作物性がない可能性は低い※と考えられることから、現状は下記(1)～（３）の3つのい
ずれかで対応可能と考えられる。

また、今後データベースと見なされる場合は、ODbLなどとも互換が取れるよう表記する。

東京都オープンデータ利用規約より

（１）クリエイティブ・コモンズ・ライセンス 表示 4.0 国際の
もとでライセンスされているコンテンツ使用する場合

→オープンデータ版（一般向け）

（２）コンテンツのライセンスがクリエイティブ・コモンズ・ライセ
ンス 表示 4.0 国際以外の場合

→提供加工版（オンデマンド提供したデータ等）

→災害時提供版

（３）コンテンツ以外の著作物の場合

データベースに該当しうる公開

3Dデジタルマップを格納するDBに直接的にデータを書き込んだり、
共有するような提供（オープンストリートマップのような）が想定
される場合には、

オープン・データ・ライセンス（ODbL）の適用も視野に入れる。

※第２回WG資料4参照



11

論点2-3：事業実施における想定される事業方式

 事業範囲は、事業内容を全て一体的に実施するか、あるいは分割して実施するかによりパターンが想定される。

 データ整備・更新、データ提供管理等は別事業として実施

データ整備・更新
 仕様書に基づいたデータ

整備
 民間データの調達や利用

も含む

データ利用・管理
 庁内での利用と管理
 庁内システムの導入も含

む

普及・利用促進

3
D
デ
ジ
タ
ル
マ
ッ
プ
事
業

データ整備（提供用加工/一括更新を含む）

データ部分更新

品質評価
 位置・主題・時間正確度等、データ仕様に基づく、データの評価

品質認定
 データの品質を基準に基づき認定

データ管理
 整備したデータの保管・管理

編集・解析

庁内利用システム導入・運用保守

データ関連問合せ対応

システム関連問合せ対応

データ提供・管理
 第三者へのデータ提供

データ提供

データ提供システム導入・運用保守

データ提供問合せ対応

データベース管理（利用データ）

事業内容 内容詳細 整備実施主体の役割

◎必須
データ整備にかかる事業方式
は複数想定可能

○任意（第三者評価も可）

△行政又は第三者による

△必須ではない

△別事業での実施も可

△別事業での実施も可
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論点2-3：事業実施における想定される事業方式（データ整備に係る事業方式）

 3Dデジタルマップの整備・更新の事業方式は大きく3パターンに分類される。

 事業内容・範囲や公共性の確保などを考慮しつつ事業スキームを選定する必要がある。

 事業範囲、事業内容の裁量、事業主体の要件等、整備データの権利、経済効率性が選定の判断基準となる

各事業スキームの特徴と留意点の概要は下記の通り。

(1)都が自ら整備

(2)都と民間と連携して整備

(3)都が民間から調達等

①都が民間事業者等に委託して整備する

①.都（受託者）

事業スキーム

①都と民間事業者が共同で整備する

②都と民間事業者で構成する組織で整備する

③都の仕様は満たしつつ、民間事業者が独自で
付加価値製品を整備する

①.特定目的会社

③非営利法人

①民間事業者の保有データを調達する

②民間事業者のサービスを利用する

①民間/調達

②民間/利用権設定

※利用権となるため、データ整備・更新等は民間が主体

特徴・留意点等

• 予算の確保が必要。予算範囲内での整備内容となる

• 民間との連携においては、官民の役割、費用負担のほか、都とし
ての事業内容の裁量（ガバナンス）を留意する必要がある。

①民間との連携は、整備したデータを活用した収益事業等のインセ
ンティブが必要となるほか、共同著作物とした場合は、都が実施
する事業によっては民間との協議・合意が必要となる

②上記①SPC方式よりも権利関係や事業構造がシンプルとなり、
安価あるいは整備範囲が拡充できる可能性があることから有効
な選択肢

③非営利法人が整備主体となる場合、収益面で課題

• データを利用する点では、所有・管理に伴う費用縮減は期待。

• ただし、オープンデータしてデータ提供ができない、あるいは提供
のためのライセンス料が費用として上乗せされる可能性がある

①調達した場合、更新時には自ら整備か新たに調達が必要

②更新頻度が要求される業務や地物を必要とする場合やデータを
利用するシステムとあわせて提供される場合に有効。ただし、継
続的に予算を確保する必要がある

②民間と共同
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参考：事業実施における想定される事業方式（データ整備に係る事業方式）

都単独 特定目的会社 民間（共同） 非営利法人 民間（調達） 民間（利用権）

概要 • 委託事業として
実施

• 特定目的会社が整
備管理

• 民間は都が定めた
仕様でデータ整備

• 上記をベースに独自
データの整備販売
等が可能

• 非営利法人が整備
• 都は構成員

• 民間のデータ製品を
購入する

• 民間の地図配信等
サービスを利用（購
入）する

主体要件 入札参加資格者 仕様で定める 入札参加資格者 非営利法人 入札参加資格者 入札参加資格者

契約形態 競争入札
単年

契約・協定
複数年

競争入札
単年

契約・協定
複数年

調達
単年

調達
単年

事業に関する
都の裁量
（公共性・ガバナンス）

○ ○
SPCの目的は要件で
設定。SPCへの監査
権を有する

○
発注内容で設定

△
他の構成員と同等

×
製品仕様による

×
製品仕様による

都単独との費用比較
（費用負担者）

-

○
都負担分の縮減が

期待
都と民間
（割合は取決め）

○
都負担分の縮減が

期待
都（仕様整備分）

△
都単独と同等

非営利法人

△
ライセンス体系による

都

△
ライセンス体系による

都

整備データの著作権 都 都と民間で共有 都（仕様部分）
民間（二次加工）

非営利法人 民間
（都は利用権）

民間
（都は利用権）

利用/第三者提供 都で判断可能 仕様で設定 都で判断可能 法人で判断 民間との取り決め 民間との取り決め

事業継続性 予算確保による 契約期間内は確保 予算確保状況による 法人の運営費による 予算確保状況による 予算確保状況による

データ提供等の
関連事業の組込

×
別事業として実施

○
可能

×
別事業として実施

○
可能

×
別事業として実施

×
別事業として実施

事業上の留意点等 △予算確保状況に
より整備・更新で
きる範囲に制約が
かかる恐れがある

○地形図整備事業の
SPCとの別とするか、
民間にインセンティブ
が生じるか等の協議
が必要

△共同著作物等権利
関係とすると運用が
しずらい面がある

○SPCよりも権利や
事業スキームが分か
りやすい

○都が求めるデータ
仕様は満たされる

○民間から付加価値
サービスが提供され
る

△整備・更新に係る費
用を賄う収益を得ら
れない限り、実現性
は低い。

△データを更新したい
場合は、あらたに
調達が必要

×地図データが資産と
しては残らない。

△予算確保状況によ
り、利用継続が担
保できるか

×地図データが資産と
しては残らない。


